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本論文は、下記の通り、序論部分 4 章、本論部分 8 章、合わせて 12 章で構成されている。
序論第 l 章本論文における研究課題と研究視点
序論第 2 章 近世イギリス社会に潜在する組織関連諸要因
序論第 3 章 イギリス議会の議事資料と立法活動の諸形式
序論第 4 章 国民教育関連法案の模索と検討対象教育法案
本論第 l 章 ホイットブレッド下院議員提出の Parochial Schools Bi1 
本論第 2 章 議会による学校教育調査活動
本論第 3 章 ブルーム下院議員提出の Parish Schools Bi1 
本論第 4 章 ローパック下院議員提出の「教育決議案」
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本論第 5 章 教育費国庫補助金制度の成立過程
本論第 6 章 ブルーム卿上院 30 年代の議会活動
本論第 7 章 枢密院教育委員会の設置に関する議会審議過程











次に、本論部分において、ホイットブレッド下院議員が 1807 年に提起した Parochial Schools 
Bill の審議過程を(本論第 1 章)、そして 1816 年から 1818 年まで、下院議会に設置されたブルー
ム下院議員提起の学校教育状況調査活動の動向と(本論第 2 章)、 1820 年に提起した Parish Schools 


































23 巻におよぶ『近代英国教育審議集成』と、全 6 巻におよぶ『近代英国議会教育法原案集成』の
壮大な作業行程を経て実現されたものである。まずこの成果が特筆される。
第 2 に、イギリス国民教育の特殊性に係る基底要因の解明である。
教育法案が挫折した基底要因として、教育において国家関与を忌避する、ボランタリズムに立
脚する教育管理の宗派主義的志向が大勢を占めていたこと、またここには教育の提供を宗教団体
の専権事項とする、国に対する不作為請求の論理が強く働いていたことを明らかした。その上で、
1833 年国庫補助金交付の創設は、財政機能面から国が国民教育に関わったのであり、国に対する
不作為請求からの脱出を意味したこと、さらに 1839 年枢密院教育委員会の設立は、行政機能面か
らの国の関与であり世俗主義的志向を強める結果となったことを示した。加えて、この過程で関
わった、ホイッグ系急進派の先鋒、H.ブルームの学校調査活動、教育法案並びに決議案の提出に
注目し、その内容と意義を明らかにした。
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以上の史料分析と論証によって、議会におけるネガティブな法制定の動きと政府におけるポジ
ティブな国王大権による枢密院令体制のもとで、固に対する宗派主義による不作為請求が打破さ
れたとの結論を導いた。この結論は、イギリス教育制度史研究や公教育政策研究に新たな知見を
与えたものと高く評価できる。
残された課題として、同時期、義務教育法の規定に間接的な影響をおよぼした工場法や救貧法
の関連規定と教育法案との相関関係についてのさらなる分析が必要となる。
総じて本論文は、イギリス教育制度に関する公的史料の体系的な収集と整理、その史料の精査、
論証の過程は堅実であり、オリジナルな研究論文となり得ている。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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